
黒潮町放置漁船等対策推進事業費補助金交付要綱 

（令和７年３月１８日告示第２２号）　　　 

 

（趣旨） 

第１条　この告示は、黒潮町補助金等交付規則（平成１８年黒潮町規則第４６号。以下

「規則」という。）第２０条の規定に基づき、黒潮町放置漁船等対策推進事業費補助

金（以下「補助金」という。）の交付に関し必要な事項を定めるものとする。 

（目的） 

第２条　町は、津波や台風による二次災害リスクを軽減するため、町内の漁業協同組合

（以下「漁協」という。）が使用している町内の漁港区域及び港湾区域において、長期

間放置している漁船等を漁協が主体として行う処分に要する経費について、予算の範

囲内において補助金を交付するものとする。 

（定義） 

第３条　この告示において「放置漁船等」とは、町内の漁港区域及び港湾区域に放置さ

れている船のうち、長期間使用された形跡がなく、放棄あるいは廃棄されたとみなさ

れる漁船及びレジャー船（以下「漁船等」という。）並びに破損、老朽等により使用に

耐えない状態にある漁船等をいう。 

（補助対象者） 

第４条　補助金の交付対象となる事業者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号に

掲げるいずれにも該当する漁協とする。 

（１）　放置漁船等がある町内の漁港又は港湾を使用する漁協であること。 

（２）　黒潮町税条例（平成１８年黒潮町条例第５８号）に規定する町税及び町税に

附帯する延滞金を滞納していないこと。 

（３）　別表第１に掲げるいずれにも該当しないこと。 

２　補助金の交付対象となる放置漁船等の所有者は、次の各号に掲げる要件のいずれに

も該当する者とする。 

（１）　漁船登録票等により放置漁船等の所有権を確認できること。 

（２）　次に掲げる町税等を滞納していないこと。 

ア　黒潮町税条例に規定する町税 

イ　黒潮町国民健康保険税条例（平成１８年黒潮町条例第６１号）に規定する国

民健康保険税 

ウ　黒潮町介護保険条例（平成１８年黒潮町条例第１３３号）に規定する保険料 

エ　高知県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例（平成１９年高

知県後期高齢者医療広域連合条例第２９号）に規定する保険料であって、町が

徴収する保険料 

オ　黒潮町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業等の保育料に関する規則

（平成２７年黒潮町規則第１２号３）に規定する保育料 



カ　アからオまでに附帯する延滞金 

（３）　別表第１に掲げるいずれにも該当しないこと。 

（補助事業） 

第５条　補助金の交付対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、放置漁船等の解

体撤去処分とし、当該放置漁船等の移動及び引取りを含む撤去作業は対象としない。 

（補助金の交付要件） 

第６条　補助金の交付対象となる要件は、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

（１）　解体撤去処分する放置漁船等は、漁船登録票等により所有者を確認できるこ

と。 

（２）放置漁船等が次のいずれかに該当すること。 

ア　漁船等として取得した際に町補助金を利用していない。 

イ　漁船等として取得した際に町補助金を利用している場合は、減価償却資産の

耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）第１条第１号の規定

による同省令別表第１に規定する耐用年数（以下「耐用年数」という。）を経過

している。耐用年数を経過していない場合は、当該漁船等の処分について町長

の承認を得ている。 

（３）　漁協は、補助事業を行う場合は、放置漁船等の所有者から放置漁船等の解体

撤去処分の実施についての同意書を得ていること。 

　（補助金の額） 

第７条　補助金の額は、予算の範囲内において別表第２に定める補助対象経費、補助率

及び補助限度額により算出した額とする。ただし、算出された補助金の額に１，００

０円未満の端数が生じた場合は、その端数を切り捨てるものとする。 

　（補助金の交付申請） 

第８条　補助金の交付を受けようとする補助対象者（以下「申請者」という。）は、黒潮

町放置漁船等対策推進事業費補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる関係書類

を添えて、町長に申請しなければならない。 

（１）　補助事業の事業計画、申請する放置漁船等の状況及び補助事業の収支予算が

分かる書類 

（２）　積算基礎となる資料（見積書等の写し） 

（３）　解体撤去処分を行う放置漁船等の写真 

（４）　町税等納付状況確認同意書（様式第２号） 

（５）　黒潮町放置漁船等対策推進事業費補助金の申請に係る誓約書（様式第３号） 

（６）　放置漁船等の解体撤去処分に関する所有者の承諾書、同意書兼誓約書（様式

第４号） 

（７）　その他町長が必要と認める書類 

（補助金の交付決定等） 

第９条　町長は、前条の申請を受理したときは、速やかに審査を行い補助金の交付の適



否を決定し、適当と認めるときは黒潮町放置漁船等対策推進事業費補助金交付決定通

知書（様式第５号）により、適当でないと認めるときは黒潮町放置漁船等対策推進事

業費補助金不交付決定通知書（様式第６号）により申請者に通知するものとする。 

（補助の条件） 

第１０条　町長は、補助金の交付の決定をする場合において、補助金の交付の決定を受

けた者（以下「補助事業者」という。）に次に掲げる条件を付するものとする。 

（１）　補助事業者は、次条第１項第１号又は第２号に掲げる変更又は同項第３号に

掲げる中止若しくは廃止をしようとするときは、あらかじめ町長の承認を受け

ること。 

（２）　規則及びこの告示を遵守すること。 

（３）　この補助金の交付条件に違反したときは、補助金の全部又は一部を取り消し、

若しくは返還させることがあること。 

（補助金の変更等） 

第１１条　補助事業者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、あらかじめ黒潮町放

置漁船等対策推進事業費補助金変更（中止、廃止）承認申請書（様式第７号）に変更

が必要なことが分かる関係書類を添えて町長に提出し、承認を受けなければならない。 

（１）　補助金の増額又は３０パーセントを超える減額をしようとするとき。 

（２）　補助事業が予定の期間内に完了しないとき。 

（３）　補助事業を中止又は廃止しようとするとき。 

２　町長は、前項の黒潮町放置漁船等対策推進事業費補助金交付変更（中止、廃止）承

認申請書の提出があったときは、その申請内容の審査を行い決定するものとし、その

決定内容を黒潮町放置漁船等対策推進事業費補助金変更（中止、廃止）承認通知書（様

式第８号）により、当該補助事業者に通知するものとする。 

　（実績報告） 

第１２条　補助事業者は、補助事業が完了したときは、その日若しくは廃止の承認を受

けた日から起算して３０日を経過した日又は補助金の交付の決定を受けた年度の３月

３１日のいずれか早い期日までに、黒潮町放置漁船等対策推進事業費補助金実績報告

書（様式第９号）に補助事業の成果が分かる次に掲げる関係書類を添えて、町長に報

告しなければならない。 

（１）　補助事業の実績及び収支が分かる書類 

（２）　補助事業に係る契約書及び領収書の写し 

（３）　放置漁船等の解体後及び撤去後の写真 

（４）　その他町長が必要と認める書類 

（補助金額の確定） 

第１３条　町長は、前条の実績報告の提出があったときは、その報告に係る補助事業の

成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかを審

査し、必要に応じて現地調査等により検査し、完成確認調書（様式第１０号）により



適合すると認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、黒潮町放置漁船等対策推

進事業費補助金確定通知書（様式第１１号）により当該補助事業者に通知するものと

する。ただし、補助金の交付決定額と確定額が同額の場合は通知を省略することがで

きる。 

（補助金の交付） 

第１４条　補助金は、概算払及び補助金額の確定後の精算払により交付するものとする。 

２　補助事業者は、前項の規定により補助金を概算払により交付を受けようとするとき

は黒潮町放置漁船等対策推進事業費補助金概算払請求書（様式第１２号）により、補

助金を精算払により交付を受けようとするときは黒潮町放置漁船等対策推進事業費補

助金交付請求書（様式第１３号）により町長に請求しなければならない。 

（交付決定の取消し） 

第１５条　町長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補助

金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１）　偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

（２）　補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

（３）　規則又はこの告示に違反したとき。 

２　町長は、前項の規定により補助金の交付決定を取り消した場合は、黒潮町放置漁船

等対策推進事業費補助金交付取消通知書（様式第１４号）により通知するものとする。 

（補助金の返還） 

第１６条　町長は、前条第１項の規定により補助金の交付決定を取り消した場合におい

て、補助事業の当該取消しに係る部分に関し、既に補助金を交付しているときは、期

限を定めて、黒潮町放置漁船等対策推進事業費補助金返還命令書（様式第１５号）に

より補助金の全部又は一部の返還を命ずるものとする。 

２　町長は、補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額

を超える補助金が交付されているときは、期限を定めて当該補助金を返還させるもの

とする。 

（加算金及び延滞金） 

第１７条　補助事業者は、第１５条第１項の規定による取消しに関する補助金の返還を

命ぜられたときは、その命令に係る補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、

返還を命ぜられた補助金の額（その一部を納付した場合におけるその後の期間につい

ては、既納額を控除した額）につき年１０．９５パーセントの割合で計算した加算金

を町に納付しなければならない。 

２　補助金が２回以上に分けて交付されている場合における前項の規定の適用について

は、返還を命ぜられた額に相当する補助金は、最後の受領の日に受領したものとし、

当該返還を命ぜられた額がその日に受領した額を超えるときは、当該返還を命ぜられ

た額に達するまでに順次遡り、それぞれの受領の日において受領したものとする。 

３　第１項の規定により加算金を納付しなければならない場合において、補助事業者の



納付した金額が返還を命ぜられた補助金の額に達するまでは、その納付額は、まず当

該返還を命ぜられた補助金の額に充てられたものとする。 

４　補助事業者は、補助金の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかったとき

は、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納額につき年１０．９５パ

ーセントの割合で計算した延滞金を町に納付しなければならない。 

５　第１項及び前項の規定による加算金又は延滞金の額を計算する場合における年当た

りの割合は、 閏年の日を含む期間についても、３６５日当たりの割合とする。 
じゅん

６　町長は、特にやむを得ない事由があると認めるときは、第１項の規定による加算金

又は第４項の規定による延滞金について異なる割合を定めることができる。 

（補助事業の経理） 

第１８条　補助事業者は、補助事業に係る経理について、その収支の状況を会計帳簿に

よって明らかにしておくとともに、補助金に関する帳簿、書類等を補助金の交付を受

けた年度の翌年度から起算して５年間保存しなければならない。 

（情報の公開） 

第１９条　補助事業に関して、黒潮町情報公開条例（平成１８年黒潮町条例第１２号）

に基づく公開請求があった場合は、同条例第９条第１項に規定する非公開情報以外は、

原則として公開するものとする。 

（その他） 

第２０条　この告示に定めるもののほか、施行に関し必要な事項は、町長が別に定める。 

 

附　則 

（施行期日） 

１　この告示は、令和７年４月１日から施行する。 

（この告示の失効） 

２　この告示は、令和１０年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、この告示に基

づき交付された補助金について、第１５条から第１９条までの規定は、同日後も、な

おその効力を有する。 

 

別表第１（第４条関係） 

 １　暴力団（黒潮町暴力団排除条例（平成２２年黒潮町条例第２３号。以下「条例」

という。）第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員等（同

条第３号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）であるとき。 

２　条例第１１条の規定に違反した事実があるとき。 

３　その役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、

相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を

執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有する



別表第２（第７条関係） 

 ものと認められる者を含み、法人以外の団体にあっては、代表者、理事その他これ

らと同等の責任を有する者をいう。以下同じ。）が暴力団員等であるとき。 

４　暴力団員等がその事業活動を支配しているとき。 

５　暴力団員等をその業務に従事させ、又はその業務の補助者として使用していると

き。 

６　暴力団又は暴力団員等がその経営又は運営に実質的に関与しているとき。 

７　いかなる名義をもってするかを問わず、暴力団又は暴力団員等に対して、金銭、

物品その他財産上の利益を与え、又は便宜を供与する等直接的又は積極的に暴力団

の維持又は運営に協力し、又は関与したとき。 

８　業務に関し、暴力団又は暴力団員等が経営又は運営に実質的に関与していると認

められる者であることを知りながら、これを利用したとき。 

９　その役員が、自己、その属する法人その他の団体若しくは第三者の利益を図り、

又は第三者に損害を加えることを目的として、暴力団又は暴力団員等を利用したと

き。 

１０　その役員が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有してい

るとき。

 補助対象経費 補助率 補助限度額

 放置漁船の解体撤去処分（運搬費用含

む。）に要する経費。ただし、消費税(消

費税法(昭和６３年法律第１０８号)

に規定する消費税及び地方税法(昭和

２５年法律第２２６号)に規定する地

方消費税をいう。)は除く。

１／２ 一隻当たり２５万円


